別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：総務管理諸費
	事業名: 包括外部監査委託費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　総務部　行政改革課　行政運営担当　電話番号：058-272-1111（内2124）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11127@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,500千円（前年度予算額：10,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


○県の組織に属さない外部の専門的な知識を有する方（弁護士、公認会計士、税理士等）に、県の財務に関する事務の執行等について、監査をお願いします。

○地方自治法により、都道府県は毎年、包括外部監査を行わなければならないこととされており、外部の専門家の方の客観的な視点から監査が行われることで、県民の皆様の県政に対する信頼感の向上を図ることを目的としています。
○監査にあたっては、経済性（無駄な経費をかけていないか）・効率性（より成果の上がる方法はないか）・有効性（目的にかなっているか）等の観点から監査が行われています。
＜参考条文＞

　　・都道府県知事は、毎会計年度、包括外部監査契約を契約しなければならない。

（地方自治法第252条の36）
  　　・監査の結果及び結果に対する措置状況を監査委員に通知、監査委員はこれを公
表しなければならない。（地方自治法第252条の38）
	２　所要経費


　○委託料　　　　　10,500千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け

	２　これまでの取組状況


○平成9年の地方自治法の改正により、平成１１年から外部の専門家による包括外部監査が義務づけられており、以降、毎年度実施しています。
○直近３年間の監査テーマは、以下のとおりです。
　　　平成20年度　「財政的援助団体等の財務に関する事務執行について」
　　　平成21年度　「債務保証・損失補償及び貸付金に係る財務事務の執行について」
      平成22年度　「県税の賦課・徴収事務について」
	３　これまでの取組に対する評価


○外部監査人が、自らテーマを選定し、幅広い専門的な知識を活かして監査を実施しており、専門家ならではの、企業会計、経済性などの視点から、有益な指摘や意見をいただいています。

○いただいた指摘等については、速やかに改善を図っており、その改善結果と併せて県民の皆様に公表することにより、県政の透明性向上につながっています。
○一層の行財政改革の推進が県政の最重要課題であり、外部監査人からの指摘・意見は非常に有意義なものとなっています。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,500

	要求額
	10,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


